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株主の皆様へ

当中間期の概況

　当中間期における国内経済は、欧州経済の低迷や中国の
成長鈍化といった世界経済の動向に不透明感が残るものの、
政府の経済政策による輸出・生産動向の持ち直しや為替水
準の改善などにより、景気回復への期待感が高まっていま
す。
　当社グループが属するエレクトロニクス業界は、一部分
野では需要回復の兆しが見え始めましたが、半導体関連は
未だ厳しい状況が続いています。一方、コンピュータ関連
は企業のIT投資に一服感がある中、インフラ系は比較的堅
調に推移しています。
　このような環境の中で当社グループは、主力商品の各種
半導体や、システム情報機器・ネットワーク関連商品等の
販売、さらには中長期的な収益の拡大に向けた高付加価値
型のサービス・ソリューションの展開に努めてまいりまし
た。
　以上の結果、当中間期の売上高は440億円（前年同期比
1.5％減）、営業利益は8億1百万円（前年同期比74.6％増）、
経常利益は9億66百万円（前年同期比96.4％増）、中間純
利益は6億52百万円（前年同期比172.7％増）となりまし
た。

今後の取り組み

　2020年に東京でオリンピック開催も決まり、今後社会
のインテリジェント化に向けた投資意欲が、より一層高ま
るものと期待されています。

当社第54期第2四半期累計期間（以下、
「中間期」とさせていただきます）ビジ
ネスレポート・秋号をお届けするにあた
り、謹んでご挨拶申しあげます。

代表取締役社長・COO

大内　孝好
代表取締役会長・CEO

小川　贒八郎
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～リョーヨーグループのビジョン～
“全てがつながるスマート社会”に

感動を与えるソリューションパートナーになる

　当社グループは本年4月より新経営体制での新たな船出
を切り、「“全てがつながるスマート社会”に感動を与える
ソリューションパートナーになる」という新ビジョンを掲
げ、各種施策を展開しております。
　基本的方針には、「半導体」と「システム情報機器」の
2つの中核事業の強化・拡大を据え、加えて、“つなぐ”
をキーワードとする中核事業の融合ビジネスを第3の事業
の柱へと成長させてまいります。さらには、当社の国内・
海外の拠点はもとより、国内外のパートナー企業とも強固
に“つながる”ことで、海外拠点主導型ビジネスの展開を
進め、売上規模の拡大を図ってまいります。
　当社グループでは、「Change, Challenge, Speed」の
行動指針の下、「ステークホルダーとともに持続的成長を
実現する集団」として、更なる企業価値の向上を目指して
まいります。

株主還元について

　当社は財政状態や経営環境を勘案しながら株主還元を
行っており、当面の配当につきましては、現状の水準（1
株につき年30円）を維持することを基本とし、今後の中
期的な利益水準を考慮しながら検討してまいります。
　なお、当期の中間配当金につきましては、前期同様1株
につき15円とさせていただきましたので、ご了承賜りた
くお願い申しあげます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援と
ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2013年9月

2016年1月期　目標
売 上 高：1,200億円
営業利益：� 40億円
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品目別売上高の概況

50.8%

半導体
■ 通期　■ 中間期

2013年度
（当中間期）

22,334

46,500
（見込）

23,971

44,883

2011年度 2012年度

23,004

44,422

◦ 集積回路の売上高は143億85百万円
で、 前 年 同 期 よ り14億16百 万 円

（9.0％）減少しました。
　 これは、パソコン向けMPUやアミュー

ズメント機器向けメモリーが減少した
ためです。

◦  半導体素子の売上高は79億49百万円
で、 前 年 同 期 よ り7億47百 万 円

（10.4％）増加しました。
　 これは、産業機器向けパワー半導体が

増加したためです。

38.4%

システム情報機器
■ 通期　■ 中間期

2013年度
（当中間期）

16,903

36,000
（見込）

16,218

32,167

2012年度

17,051

34,034

2011年度

売上高は169億3百万円で、前年同期よ
り1億47百万円（0.9％）減少しました。
これは、パソコン向けソフトウェアが減
少したためです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）



4

所在地セグメント

■ 日本　■ アジア

2013年度
（当中間期）

37,013

6,986
44,000

92,000
（見込）

2012年度

37,399

7,289
44,688

87,183

2011年度

37,749

6,386
44,136

85,108

■ 日本
パソコン向けソフトウェア及びMPUが減少したことにより、外部顧
客への売上高は370億13百万円となり、前年同期より3億86百万円

（1.0％）減少しましたが、売上総利益率の改善により、セグメント
利益は7億31百万円となり、前年同期より2億92百万円（66.6％）
増加しました。

■ アジア
モバイル端末向け半導体や液晶が減少したことにより、外部顧客への
売上高は69億86百万円となり、前年同期より3億2百万円（4.2％）
減少しましたが、低採算案件の終息等に伴う売上総利益率の改善によ
り、セグメント利益は63百万円となり、前年同期より32百万円

（103.2％）増加しました。

（単位：百万円）

10.8
   %

電子部品他
■ 通期　■ 中間期

2013年度
（当中間期）

4,761

9,500
（見込）

3,946

8,057

2012年度

4,633

8,726

2011年度

売上高は47億61百万円で、前年同期よ
り1億28百万円（2.8％）増加しました。
これは、通信や産業用途向け液晶が増加
したためです。

（単位：百万円）
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連結財務諸表（要旨）

中間連結貸借対照表（単位：百万円）

資産合計
75,096

流動資産
59,551

固定資産
12,938

資産合計
72,490

前期
2013.1.31

当中間期
2013.7.31

流動資産
61,093

固定資産
14,002

負債・純資産合計
75,096

流動負債
10,153

負債・純資産合計
72,490

前期
2013.1.31

当中間期
2013.7.31

流動負債
11,291

固定負債
1,218固定負債

1,032

純資産
62,586

純資産
61,303

❶ ❷

❷

POINT❶  運用資産の満期償還が進み、現預金が増加
POINT❷  直近の売上水準の上昇に連動して、売掛金、買掛金ともにそれぞれ増加
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中間連結損益計算書（単位：百万円）

中間連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

中間期末
残高
9,443

営業活動による
キャッシュ・フロー
△1,623

投資活動による
キャッシュ・フロー
△1,912

財務活動による
キャッシュ・フロー
△389

期首
残高
13,336

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

32

前中間期
2012.2.1～2012.7.31

中間期末
残高
14,432

営業活動による
キャッシュ・フロー
773

投資活動による
キャッシュ・フロー
408

財務活動による
キャッシュ・フロー
△387

期首
残高
13,226

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

413

当中間期
2013.2.1～2013.7.31

POINT❸  売上高は、半導体、システム情報機器ともに微減収
POINT❹  営業利益は、売上総利益の増加、販管費の削減により前年同期比＋74.6％
POINT❺  中間純利益は、法人税等調整額の減少により前年同期比＋172.7％

■ 売　上　高 ■ 営業利益 ■ 当期（中間）純利益／1株当たり当期純利益

2013年度
（当中間期）

92,000
（見込）

44,000

■ 通期　■ 中間期

2012年度

87,183

44,688

2013年度
（当中間期）

1,600
（見込）

801

■ 通期　■ 中間期

2012年度

722

❸ ❹ ❺458

2013年度
（当中間期）

1,150
（見込）

652

■ 当期純利益　● 1株当たり当期純利益
■ 中間純利益

2012年度

423

239

16.40円

44.53円
（見込）
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（2013 年 7 月 31 日現在）

国内・海外ネットワーク　

会社データ　 役　　員　

執行役員　

会社の概要

商号 菱洋エレクトロ株式会社 
（RYOYO ELECTRO CORPORATION）

本店 東京都中央区築地一丁目12番22号
設立 1961年2月27日
資本金 136億7,200万円
従業員数 連結：512名、単体：462名

（グループ総人員：595名）

主な事業内容 エレクトロニクスを中心とした
“トータルサービス” 横 山  和 彦 中 山  春 雄

田 辺  正 昭 小 泉  忠 男
小林 賢次郎 福 本  智
脇  清 武 野  文 昭

仙台
郡山高崎大宮

本社

松本

横浜
八王子

名古屋

京都
大阪

福岡

リョーヨーセミコン
リョーヨーセキュリティサービス

台北

U.S.上海

シンガポール

バンコク
クアラルンプール

香港
深
シンセン

大連

代表取締役会長 小川 贒八郎 常勤監査役 田 中  昭 男
代表取締役社長 大 内  孝 好 社外監査役 安 井  勝 正
専務取締役 堀 切  豊 社外監査役 木 村  良 二
常務取締役 菊 次  伸 夫 社外監査役 野辺地 勉
取 締 役 篠 原  正 和
社外取締役 早 川  吉 春
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当社のホームページでは、製品案内に加え、IR情報も充実しております。ぜひご活用ください。

http://www.ryoyo.co.jp

IR（投資家情報）

ホームページのご案内
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（2013 年 7 月 31 日現在）

株式の状況

■ 発行可能株式総数 ……………………………119,628,800株
■ 発行済株式の総数 …………………………… 28,800,000株
■ 株主数 ………………………………………………… 8,002名

■ 大株主（上位10名）

株　主　名 株式数（株） 持株比率（％）

1．
2．
3．
4．
5．
6．
7．
8．
9．

10．

三菱電機株式会社
エス・エッチ・シー有限会社
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー
シービーエヌワイフィデリティスモールキャップバリューファンド
CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（リテール信託口）
株式会社シープ商会
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
日本生命保険相互会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

2,246,700
2,118,600
1,307,374
1,126,600

778,100
552,400
523,482
522,600
409,552
351,800

8.70
8.20
5.06
4.36
3.01
2.14
2.03
2.02
1.59
1.36

合　　計（1〜10） 9,937,208 38.48
（注） 1. 上記の他、当社保有の自己株式が2,973,278株（10.32％）あります。
 2. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。

5単元未満
53.9%

 5単元以上
10.8%

  10単元以上
30.0%

  100単元以上
1.7%

  50単元以上
2.9%

  500単元以上
0.2%

  1,000単元以上
0.5%

自己株式
　10.3%

金融機関
12.5%

外国法人等
24.3%

個人・その他
33.6%

一般法人
18.4%

証券会社
0.9%

■ 所有者別株式分布状況 ■ 所有株式数別株主数分布状況



10

株式に関するお手続きについて　

株主メモ　

■  事 業 年 度 2月1日から翌年1月31日まで
■  定 時 株 主 総 会 4月
■  株 主 確 定 基 準 日 期末配当　1月31日（中間配当を実施する時は7月31日）

その他必要がある場合は、あらかじめ公告いたします。
■  上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所第1部
■  証 券 コ ー ド 8068
■  株 主 名 簿 管 理 人

特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

■  単 元 株 式 数 100株
■  公 告 方 法 電子公告により、当社ウェブサイトに掲載いたします。

ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合には、
日本経済新聞に掲載いたします。
＜公告掲載アドレス＞　http://www.ryoyo.co.jp/ir/public-notice.html

□住所変更、単元未満株式の買取・買増のご請求は、口座を開設されている証券会社にお問合せください。
なお、当社の単元未満株式の買取及び買増請求に係る手数料は無料としております。

（証券会社等で別途手数料が発生する場合がございますので、詳細はお取引の証券会社等へご確認ください）
□ 未払配当金のお支払い、特別口座に記録された株式に関する諸手続き、その他株式事務に関する一般的なご質問は、

下記へお問合せください。

お問合せ先　： 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
0120-232-711（通話料無料） 

（土・日・祝祭日除く9：00〜17：00）



菱洋エレクトロ株式会社
〒104-8408 東京都中央区築地一丁目12番22号（コンワビル）

TEL: 03-3543-7711（代表）　FAX: 03-3545-3507

当社は国内全拠点（サテライトオフィスを除く）において
「ISO14001（環境保全）」、「ISO9001（品質管理）」及び
「ISO27001（情報セキュリティ）」の認証を取得しております。

EMS 576112 /ISO 14001
FS 576113 /ISO 9001
IS 511311 /ISO 27001

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（2011年法律第117号）の施行
に伴い、2013年1月1日以降に支払われる上場株式等の配当等に係る所得税に対し、以下のとおり追加課税されることになり
ますので、ご案内いたします。

2012年12月31日まで 2013年1月1日から
2013年12月31日まで

2014年1月1日から
2037年12月31日まで 2038年1月1日から

所 得 税 7％ 7％ 15％（※） 15％

復興特別所得税 － 0.147％ 0.315％ －

住 民 税 3％ 3％ 5％（※） 5％
合 計 10％ 10.147％ 20.315％ 20％

（※） 証券税制における軽減税率の適用終了による税率の変更です。
○源泉徴収が行われる場合の税率です。ただし、内国法人の場合は住民税が徴収されません。
○�本ご案内は、上場株式等の配当等に係る復興特別所得税について、一般的な情報をご提供するために作成されたものであり、
本ご案内の内容が当てはまらない場合もございます。詳細につきましては、最寄の税務署、税理士等にお問合せください。
○本ご案内は2012年12月時点の情報をもとに作成しております。

2013年1月1日以降に支払われる上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率は以下のとおりとなります。

上場株式等の配当等に係る所得税に対し、2013年1月1日から2037年12月31日まで、復興特別
所得税として所得税額×2.1％が追加課税されることになります。

『復興特別所得税』に関するご案内

この印刷物は、環境に配慮して「森林認証紙」、「植物油インキ」、「有害な廃液を出さない水なし印刷
方式」を採用しています。


